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日経新聞主催、産官学連携の「ＮＩＫＫＥＩ ＧＸ会議」。グリーンエナジー＆カンパニーは「マイクロGX」を提唱しています。
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5月27日にキックオフ会合。

グリーンエナジー＆カンパニーは

「マイクロGX」のスキームを解説

「NIKKEI GX会議」は、温室効果ガス排出削減を成

長機会につなげるグリーントランスフォーメーショ

ン（GX）に先進的に取り組む企業と有識者、政府関

係者らが集うプロジェクトです。

刻々と変わる社会情勢やトレンドを学びあい、GXを

推進するために議論を重ね、その内容は広く発信さ

れます。2021年春に立ち上がった「NIKKEI脱炭素

プロジェクト」の発展形です。
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株式会社グリーンエナジー＆カンパニー

キックオフ会合では、参画各社がGXへの取り組み

を発表。グリーンエナジー＆カンパニーは昨年に

続いて「マイクロGX」について述べました。

上記は2025年5月27日(火)日経新聞全国版朝刊に掲載された内容です。同プロジェクトの活動についてはこちらをご覧ください。

2025年5月27日 キックオフ会合 会場：ホテルニューオータニ

詳しくは裏面を

ご覧ください。

参画企業 

座長は東京大学教授の高村ゆかり氏、国際環境法、

環境政策・GXにおいて日本を代表する第一人者と言

える存在です。有識者委員会はGX分野の専門家によ

って構成。分科会では、各テーマに関する主要な関

連省庁や研究機関から講師を招いています。
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グリーンエナジー＆カンパニーの主張は「マイクロGX」＝地域に経済的メリットを生むスキーム

再エネの民主化の主軸は「稼げる選択」

環境と経済を同時に支える

GECが提案する「稼げる選択」とは、再エネが環境を守るだけ

でなく、経済的にも合理性を持つという考え方である。

 現在、設備の所有者の大多数が都市の大企業

現在の再エネ設備の所有者は大都市の大企業が中心で、地方には利益が還元されていない

実情がある。グリーンエナジー＆カンパニーは、地域の中小企業や個人がオーナーとなる

仕組みを拡大し、雇用や税収を地域に残す「地域にお金が残る」モデルを推進する。

国の政策によるインフラ整備は都市部に集中しているため、地方に十分に浸透してい

ないのが現状である。GECはこの課題に対し、地域の個人や中小企業でも導入しやす

い再エネサービスを提供することで、地方に根ざしたエネルギー社会を広げてきた。

この取り組みが、個人・地域が主体となって進めるボトムアップで強力なグリーン・

トランスフォーメーション「マイクロGX」であり、トップダウンではなくボトムアッ

プによって再エネを社会に浸透させる新しいモデルである。

スローガンは「再エネの民主化」

活動のコンセプトは「マイクロGX」 個人・地域/地方が経済利得を得るスキーム

再エネは将来の問題ではなく、現在進行中の課題である。グリーンエナジー＆カンパ

ニーは個人のZEH購入を起点として普及を進めてきたが、今後はさらに裾野を広げる

段階に入っている。その旗印となるスローガンが「再エネの民主化」。設備の普及拡

大や金融の最適化に加えてAIの活用や専門人材の育成を進めることで、再エネに参加

する人々を増やし、持続可能な社会の実現を加速させる。

再エネの普及には、地域参加型モデルの推進が重要

地域企業や個人が事業に参画していない

 これからは、地域参加型モデルへの転換で「地域にお金が残る」仕組みへ

グリーンエナジー＆カンパニーは今後、設備と同じ地域に住む中小企業や個人が

オーナーとなれる仕組みを追求し、その普及を目指す。

これにより、雇用や税収、再投資といった経済効果が地域に残り、地域に根ざし

た持続可能な社会の実現につながる。

「地域にお金が残る」構造こそ、「マイクロGX」が目指す方向性である。

グリーンエナジー＆カンパニーは、太陽光発電所や系統用蓄電所を開発・組成し、地域の

個人や中小企業がオーナーになれる仕組みを構築している。さらに収益の運用まで支援す

ることで、「地域にお金が残る」モデルを実現しつつある。

稼げる

選択

以上、NIKKEI GX会議のキックオフ会議で石川執行役員が

発表した内容からキーポイントをご紹介しました。

「マイクロGX」は、国の政策だけでは届きにくい地域に再

エネを広げ、個人や中小企業が主体的に参加できる仕組みを

つくり、各地に広げていく活動です。その根底には「再エネ

の民主化」という視点と、「稼げる選択」という持続可能性

と経済性を両立させる考え方があります。

地域に利益を残す仕組みや経済インパクトの想定は、当社の

事業が社会に果たす役割を具体的に示しています。

この全体像の理解と共有、そして、今後のディスカッション

が、持続可能な社会に向けた次のステップへとつながってい

くことが期待されます。

地域の企業が太陽光発電所を所有する場合、その効果は4つに整理できる。

まず、発電事業そのものから得られる直接的な経済効果、建設や維持管理に伴い地域内で雇用や需要が

生まれる経済波及効果。さらに、設備は償却資産として課税対象となり、法人住民税や事業税も含めて

税収効果を生む。そして、災害時の電力供給によるレジリエンス向上やSDGs・CSRへの貢献、技術・

産業の育成といった非金銭的効果も重要である。地域が発電所を所有することで、経済的にも社会的に

も多面的なインパクトが生まれる。

キックオフ会合で発表した内容から抜粋して解説します。

発表ポイントまとめ

日本の個人金融資産は2000兆円あり、その1％が再エネに回れば、

社会全体に大きな経済効果をもたらすことができる。各地域におい

ても、金融資産の1％が投資されるだけで確かな利益を還元できる。

活用機会なく貯えられている資産のごく一部が再エネに振り向けら

れることで、地域に意味のある利益が生まれるのではないか。再エ

ネは、持続可能性と経済性を両立できる現実的な道なのである。

スピーチ中の石川大門氏
グリーンエナジー＆カンパニー 

執行役員、ストラテジー本部 

本部長

 本スキームの効果：個人・地域/地方が得るメリット

設備と同一地域の中小企業・個人がオーナーとして事業に参画。

そのことで地域に経済的メリットが生まれる。

地域から遠く離れた大都市が
事業利益を得ている。

太陽光発電所や系統用蓄電所が建設されるのは地方。それらのオーナーは設備から遠く離れた大都市圏

の大企業が大多数。つまり、再エネ事業の主な収益は地域に還元されていない。

これまでの所有者 これからの所有者
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